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 導入
今日の企業は､ 利益の追求のみならず､ 企業の社会的責任 (corporate so-
cial responsibility : CSR) を果たすことが求められている｡ 一般的に､ CSR
とは､ 企業活動に社会的公正性や環境配慮などを組み込み､ 企業を取り巻く
幅広いステイクホルダー (投資家､ 従業員､ 取引先､ 消費者､ 政府､ 地域社
会等) に対して責任を果たすことをいう｡ CSRが求められるようになった
背景としては､ 社会における企業の存在が相対的に大きくなってきたことが
あげられる (Saka and Jimichi, 2015)｡ 企業活動のグローバル化が進み､ 環
境・社会問題の深刻化と政府の対応の限界も相俟って､ これまで国家が取り
組んできたこれらの問題に､ 企業が積極的な役割を果たすことが求められて






ス､ 化学等の業種に属する企業であった (CorporateRegister.com, 2008)｡ そ












おいて経済的成功を導いた要因の１つともされている (Hofstede and Bond,
1988)｡ CSR情報開示においても､ 日本・中国・韓国は､ 類似する制度的環
境を有している (Wong, 2009)｡ しかし､ 実際の開示状況には差異が見られ
るため (KPMG, 2013)､ 本研究では､ これらの３カ国における CSR情報開
示実務の状況について概観し､ 社会的価値 (文化) が CSR情報開示に与え
る影響に焦点を当てる (Saka and Noda, 2014)｡








告書として公表し始めたが､ 当初は PR的な要素が強く､ 開示されている情
報の量や質も企業ごとに相当な差がみられた｡ このような状況を改善するた
め､ 2001年２月に環境省から ｢環境報告書ガイドライン2000年度版｣､ 2001
年６月には経済産業省から ｢ステイクホルダー重視による環境レポーティン
グガイドライン｣ が公表された｡ 実務の進展に合わせてガイドラインの改訂




るガイドラインが作成されるなど､ 国際的にも影響を与えた｡ さらに､ ｢環
境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進
に関する法律 (環境配慮促進法)｣ が2005年４月に施行された｡ この法律は､
企業等が環境報告書などを通じて環境情報を開示し､ その情報が社会の中で
積極的に活用されるよう促すことを目的としている｡ これにより､ 大企業に
は環境情報の公表が努力義務となり､ 一部の事業者 (特定事業者) には環境
報告書の作成が義務づけられた｡
その後､ 企業不祥事の発生､ コーポレート・ガバナンス､ リスクマネジメ
ント､ 従業員の待遇､ 顧客満足､ 社会貢献等の問題に対応するために､ これ
らの社会的な取り組み全般を含めた CSR活動の実施とその情報開示が企業
に求められるようになり､ 企業が作成・公表する報告書も､ ｢CSR報告書｣､
｢社会・環境報告書｣､ ｢サステナビリティ報告書｣ などが増えていった (以
下､ これらをまとめて CSR報告書とする)｡ また､ 報告書作成の際に GRI
ガイドラインに準拠する企業が増加してきたことから､ 2005年には ｢環境報
告書ガイドラインと GRIガイドライン併用の手引き｣ が作成された｡ さら
に､ 改訂版ガイドラインである ｢環境報告ガイドライン2007年版｣､ ｢環境報
告ガイドライン2012年版｣ では､ 環境的側面だけではなく､ 社会的側面や経
済的側面の内容も含められた｡
中国では､ 2000年代半ばから CSRが重要視されるようになった｡ 経済成
長に伴い､ 水質汚染・大気汚染などの環境問題､ 製品の安全問題､ 給与不払
いなどを含む従業員の権利の侵害､ 汚職・腐敗問題などが頻繁に発生し､ こ
れらの問題の解決手段として CSRが注目されてきた｡ 2006年１月には会社
法が改正され､ CSR条項が追加された｡ これを受けて､ 2008年以降､ 中央・











の影響もあり､ 中国における CSR情報開示は､ 過去数年で急速に普及して
きた (Zhao, 2012 ; Yao et al., 2013)｡








び国内の議論に基づき､ 各種法令 (産業発展法､ 持続可能発展法､ 低炭素グ
リーン成長基本法､ 社会的企業育成法等) で部分的に取り上げられている｡
また､ 環境省の環境報告書ガイドラインで CSRに関する情報開示が定めら
れている｡ 環境省は､ 1999年に､ 企業の環境報告書の発行を支援・促進する
ために､ 環境報告書ガイドラインの開発と普及事業を開始し､ この成果を基
に､ 企業のための環境報告書ガイドライン草案を作成した｡ この草案を適用
するトライアル事業を経て､ 2002年に ｢2002環境報告書ガイドライン｣ を公
表した｡ その後､ ｢2003環境報告書ガイドライン｣､ ｢2004環境報告書ガイド
ライン｣ も開発され､ 社会・経済面の情報開示やそれらの指標も含められた







あり､ 比較的類似しているとされる (Wong, 2009)｡ しかし､ 実際の開示実





マンスが CSR情報開示に影響を与えるとした研究には､ Cox and Douthett
(2009)､ Moneva and Cuellar (2009)､ Clarkson et al. (2010)､ Dawkins and
Fraas (2011) 等がある｡ CSRパフォーマンスが CSR情報開示に与える影響
については､ 負の影響を与えるとした研究にMilne and Patten (2002)､ Aerts
and Cormier (2009)､ Cho and Roberts (2010) 等､ 正の影響を与えるとした
研究に Clarkson et al. (2008)､ Cox (2008) 等がある｡
日本・中国・韓国における CSR情報開示の決定要因に関する研究も存在
する｡ 日本については Saka and Noda (2013)､ 中国については Liu and
Anbumozhi (2009) や Yao et al. (2013)､ 韓国については Lee (2012) 等の研




為であるとみられてきた (Burchell et al., 1985)｡ 各国の会計制度や実務は､
文化・歴史・経済・制度など様々な要因の影響を受けて形成される (平松,
1990 ; Gordon et al., 2013)｡ 会計を社会的価値との関係でとらえ､ 会計に与
える文化の影響について理論的な仮説を提示したのが Gray (1988) であり､
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この仮説は Hofstede (1980) の社会的価値の分析に基づいている (平松,
1994)｡ とりわけ､ 多国間の会計研究のデザインでは､ 文化的・宗教的・政
治的・法律的要因の違いがある故にチャレンジングである (Gordon et al.,
2013) とされ､ 国際会計分野において､ 社会的価値 (文化) と会計実務の
関係を検討・検証した様々な研究がなされてきた (平松, 1990, 1992, 2011 ;
Gray, 1988 ; Smith, 2002 ; Noravesh et al., 2007 ; Finch, 2009 ; Borker, 2012a,
2012b ; Chand et al., 2012等)｡ これらの研究によって､ 会計上の判断が社会
的価値の影響を受けること (Chand et al., 2012) や､ 会計情報に基づきどの
ような行動をとるかは社会的価値 (の地域差) の影響を受けること (Kim
and Choi, 2013) 等が実証されてきた｡ また､ 自主的情報開示に対して社会
的価値が与える影響についても研究がなされてきた (Kumar, 2013)｡
企業の CSR活動は､ 多様なステイクホルダーに考慮し､ 彼らの情報ニー
ズに配慮して行われる (Huang and Kung, 2010 ; Gamerschlag et al., 2011)｡
したがって､ CSR情報開示は､ 財務報告に比べて社会的価値の影響をより
受けると考えられている｡ 先行研究においても､ アジア諸国は地域に応じた
CSRシステムを作り上げており (Chambers et al., 2003)､ アジアにおける
CSRは制度的・文化的環境の結果であること (Tang and Li, 2009)､ CSR実
務や CSR情報開示・実務はアジア諸国間でも差異があること (Chapple and
Moon, 2005 ; Chen and Bouvain, 2009) が示されている｡ CSR実務に与える
社会的価値の影響について､ Hofstede (1980) に基づいて分析した研究もみ
られる (O’Riordan and Fairbrass, 2008)｡ CSR情報開示の水準は社会的価値
に関連すると論じられているが (Orij, 2010)､ その証拠は提示されていない｡
そこで､ 本研究では､ 日本・中国・韓国の CSR情報開示を概観した上で､
歴史的背景と CSR情報開示をめぐる制度的背景が類似しているこれらの３
カ国において､ 社会的価値が CSR 情報開示に与える影響を､ Hofstede




第一部､ 上海証券取引所Ａ株､ 韓国取引所) における上場企業のうち､ 2012
年に各国の主要 CSR報告書データベースサイト (経済産業省の環境報告書
プラザ､ SYNTAO (商道縦横)､ 韓国商工会議所の Business Institute for
Sustainable Development) で CSR報告書が入手可能な企業を対象とした｡
CSR報告書分析サンプルは､ 日本345社､ 中国279社､ 韓国48社である｡ 財




を行った｡ 内容分析の枠組みとして､ 先行研究では GRIサステナビリティ・
ガイドライン (Clarkson et al., 2008) や Wisemanの分類 (Huang and Kung,
2010) 等を用いたものがあるが､ 本研究では､ 国際標準化機構 (Internatio-
nal Organization for Standardization : ISO) の国際規格 ISO 26000 ｢社会的責
任 (Social Responsibility)｣ (2010年発行) を用いた｡ ISO 26000は､ マルチ
ステイクホルダー・プロセス (ISO 26000規格作成のワーキンググループに
は､ 99カ国､ 42の国際機関から400人以上の政府､ 産業界､ 労働者､ 消費者､
非政府組織､ 研究者等のステイクホルダーの代表者が関与した) によって開
発されたため､ ISO 26000が求める CSRの課題には､ 国際的なステイクホル
ダーの要求がもっとも広範に反映されており､ CSR情報開示の項目として
ふさわしいと考えるからである｡
ISO 26000は､ 組織が取り組むべき社会的責任として７つの中核課題､ す
なわち､ ｢企業統治｣､ ｢人権｣､ ｢労働慣行｣､ ｢環境｣､ ｢公正な事業慣行｣､
｢消費者課題｣､ ｢コミュニティへの参画およびコミュニティの発展｣ をあげ





変数は､ ０から74までの点数をとる (下位カテゴリーは､ 企業統治０～２点､





Confucian hypothesis) による３カ国の共通性や､ 儒教的な倫理構造が３カ
国のビジネス上の成功に影響を与えてきたことが論じられている ( Jacobs et
al., 1995 ; Hofstede and Bond, 1988 ; Boardman and Kato, 2003 ; Park et al.,
2005)｡ 歴史的・経済的背景が比較的近似しているこれらの３カ国を対象と
することにより､ CSR情報開示に対する社会的価値の影響をみることがで
きると考える｡ Hofstede (1980) と Gray (1988) の仮説で取り上げられてい
る社会的価値の指標は､ 次の４つである (Hofstede, 1980, 1983, 2001 ;

















④男性化対女性化：男性的特質をもつ社会は､ 功績､ 勇敢さ､ 独断､ 物質的
成功を選好する｡ 女性的特質をもつ社会は､ 人間関係､ 謙虚さ､ 弱者への
思いやり､ 生活の質を選好する｡
これらの社会的価値に基づき､ Gray (1988) は､ ｢ある国の不確実性回避
および権力格差の度合いが高いほど､ また､ 個人主義および男性化の度合い
が低いほど､ その国の秘密主義の度合いは高くなる｣ 等の仮説を提示した
(平松, 1994)｡ なお､ 社会的・文化的環境・価値は比較的不変であるとされ
ており (Hofstede and Bond, 1988 ; Chand et al., 2012)､ Hofstede (1980) の
指標と Gray (1988) の仮説は､ 今なお多くの会計研究で用いられている
(Smith, 2002 ; Chanchani and Willett, 2004 ; Noravesh et al., 2007 ; Finch, 2009 ;













社会的価値の変数には､ 個人主義 (individualism)､ 権力の格差 (power dis-
tance)､ 不確実性回避 (uncertainty avoidance)､ 男性化 (masculinity) に関
する Hofstedeの指標を用いる｡ なお､ 業種ごとに CSR情報開示のレベルが
異なることから (Saka and Noda, 2013等)､ 業種ダミーを加えている｡
 分析結果
３カ国の企業の CSR情報開示スコアの平均は､ 表１のとおりである｡ 37
項目全体の開示スコアの平均は､ 日本が38％､ 中国が24％､ 韓国が45％であ
る｡ 韓国の開示スコアが高いのは､ 韓国における CSR報告書公表企業が､
財閥を中心とした比較的規模の大きな企業に限られていることに起因すると
思われる｡ 開示スコアの高い中核課題は､ 日本では ｢環境｣ (84％) や ｢労
働慣行｣ (47％)､ 中国では ｢労働慣行｣ (36％) や ｢コミュニティへの参画
およびコミュニティの発展｣ (33％)､ 韓国では ｢環境｣ (60％) や ｢労働慣
行｣ (56％) である｡ 中国における ｢人権｣ (16％) や ｢消費者課題｣ (14％)







表２は､ 本研究で用いる各変数の基本統計量を示している｡ 表３は､ 独立
変数の相関係数 (Pearson) を示している｡ 社会的価値の変数間の相関は高
いが､ 同一の式の中には含まれない｡
表４は､ 分析結果を示している (社会的価値は片側検定)｡ モデル１では
個人主義の係数は有意に正､ モデル２では権力格差の係数は有意に負､ モデ
ル３では不確実性回避の係数は有意に正､ モデル４は男性化の指標の係数は




















1 組織統治 6.2 37％ 47％ 60％
人権 6.3 34％ 16％ 40％
2 デューディリジェンス 6.3.3 33％ 13％ 31％
3 人権に関する危機的状況 6.3.4 23％ 3％ 36％
4 加担の回避 6.3.5 19％ 1％ 9％
5 苦情解決 6.3.6 34％ 4％ 45％
6 差別及び社会的弱者 6.3.7 58％ 13％ 47％
7 市民的及び政治的権利 6.3.8 34％ 23％ 39％
8 経済的､ 社会的及び文化的権利 6.3.9 34％ 52％ 68％
9 労働における基本的原則及び権利 6.3.10 40％ 16％ 47％
労働慣行 6.4 47％ 36％ 56％
10 雇用及び雇用関係 6.4.3 41％ 24％ 56％
11 労働条件及び社会的保護 6.4.4 57％ 25％ 43％
12 社会対話 6.4.5 23％ 7％ 28％
13 労働における安全衛生 6.4.6 63％ 50％ 68％
14 職場における人材育成及び訓練 6.4.7 49％ 76％ 84％
環境 6.5 84％ 31％ 60％
15 汚染の予防 6.5.3 93％ 39％ 66％
16 持続可能な資源の利用 6.5.4 92％ 49％ 69％
17 気候変動の緩和及び気候変動への適応 6.5.5 97％ 27％ 81％
18 環境保護､ 生物多様性､ 及び自然生息地の回復 6.5.6 53％ 10％ 24％
公正な事業慣行 6.6 24％ 13％ 36％
19 汚職防止 6.6.3 35％ 21％ 49％
20 責任ある政治的関与 6.6.4 10％ 2％ 3％
21 公正な競争 6.6.5 34％ 20％ 51％
22 バリューチェーンにおける社会的責任の推進 6.6.6 32％ 17％ 51％
23 財産権の尊重 6.6.7 12％ 6％ 23％




6.7.3 31％ 10％ 32％
25 消費者の安全衛生の保護 6.7.4 43％ 25％ 39％
26 持続可能な消費 6.7.5 40％ 16％ 55％
27 消費者に対するサービス､ 支援､ 並びに苦情及び紛争の解決 6.7.6 46％ 28％ 49％
28 消費者データ保護及びプライバシー 6.7.7 29％ 6％ 46％
29 必要不可欠なサービスへのアクセス 6.7.8 12％ 6％ 15％
30 教育及び意識向上 6.7.9 28％ 11％ 30％
コミュニティへの参画およびコミュニティの発展 6.8 26％ 33％ 45％
31 コミュニティへの参画 6.8.3 47％ 36％ 63％
32 教育及び文化 6.8.4 41％ 27％ 44％
33 雇用創出及び技能開発 6.8.5 19％ 25％ 52％
34 技術の開発及び技術へのアクセス 6.8.6 16％ 13％ 14％
35 富及び所得の創出 6.8.7 10％ 69％ 45％
36 健康 6.8.8 29％ 11％ 22％
37 社会的投資 6.8.9 23％ 47％ 73％
全体 38％ 24％ 45％
＊CSR情報開示スコアは､ 各企業の CSR報告書を内容分析し､ ISO 26000の37課題について定量的情報の開示がある場合




平均 最大値 最小値 標準偏差
個人主義 33.21 46.00 18.00 13.16
権力格差 65.22 80.00 54.00 12.55
不確実性回避 65.76 92.00 30.00 30.20
男性化 78.96 95.00 39.00 17.79
収益性 (ROA) 2.20 25.53 7.35 3.74
負債比率 2.02 19.90 0.05 2.67
表３ 相関係数 (N＝669)
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
(1) 個人主義 1.000
(2) 権力格差 0.904 1.000
(3) 不確実性回避 0.940 0.998 1.000
(4) 男性化 0.876 0.704 0.659 1.000
(5) 収益性 (ROA) 0.587 0.551 0.537 0.536 1.000




符号 モデル１ モデル２ モデル３ モデル４
切片 12.073 *** 55.013 *** 8.334 *** 18.564 ***
(1.701) (2.051) (1.115) (3.021)
個人主義 (＋) 0.335 ***
(0.040)
権力格差 (－) 0.505 ***
(0.032)
不確実性回避 (＋) 0.210 ***
(0.013)
男性化 (＋) 0.082 *
(0.033)
収益性 (ROA) (？) 0.000 0.253 ** 0.234 * 0.483 ***
(0.123) (0.096) (0.091) (0.117)
負債比率 (？) 0.424 * 0.672 ** 0.677 ** 0.151
(0.230) (0.214) (0.212) (0.231)
金融業 2.555 0.403 0.000 1.960
(3.269) (2.699) (2.634) (3.264)
交通運輸 0.048 0.807 0.801 1.189
(1.197) (1.100) (1.091) (1.284)
サービス業 0.118 0.299 0.163 1.775
(1.359) (1.159) (1.148) (1.454)
採掘業 6.467 ** 6.867 ** 6.864 5.936 **
(2.149) (1.960) (1.955) (2.261)
建設業 0.595 0.530 0.256 ** 1.584
(2.762) (2.371) (2.348) (2.838)
不動産業 5.147 2.199 2.159 8.574 **
(2.973) (2.898) (2.892) (3.094)
小売・卸売業 3.049 * 3.355 * 3.301 * 2.213
(1.457) (1.416) (1.407) (1.466)
電気・ガス業 11.034 *** 10.694 *** 10.766 *** 12.063 ***
(2.133) (1.812) (1.811) (2.577)
修正済み R2 0.182 0.298 0.307 0.106
F値 14.614 *** 26.900 *** 27.971 *** 8.205 ***
N 669 669 669 669
*＜0.05. **＜0.01. ***＜0.001. White heteroskedasticity-consistent standard errors are in
parentheses.
CSR情報開示が正の関係にあり､ 個人主義化の高い社会で CSR情報開示レ
ベルが高いこと､ ②権力格差と CSR情報開示が負の関係にあり､ 権力格差
が低い社会で CSR情報開示レベルが高いこと､ ③不確実性回避と CSR情報
開示は正の関係があり､ 不確実性を強く回避する社会で CSR情報開示レベ




基づき､ CSR情報開示に及ぼす社会的価値の影響を､ Hofstede (1980) の指
標と Gray (1988) の仮説に基づいて分析した｡ CSR情報開示の水準は社会
的価値に関連するとされる (Orij, 2010) が､ 先行研究では Siriデータベー
ス等による CSR情報開示の二次データを用いており､ また､ 社会的価値以
外の要因の影響を必ずしも排除できていなかった｡ 本研究では､ 歴史的背景
と CSR情報開示の制度的背景が比較的類似している３カ国を対象とするこ
とで､ 社会的価値の影響により焦点を当て､ また､ 一次データである CSR
報告書を用いて､ ISO 26000の37課題に関する内容分析から CSR情報開示レ
ベルを図ることで､ 分析の精度を高めることに努めた｡
分析結果からは､ ①個人主義化の高い社会で CSR情報開示レベルが高い
こと､ ②権力格差が低い社会で CSR情報開示レベルが高いこと､ ③不確実
性を強く回避する社会で CSR情報開示レベルが高いこと､ ④男性化の高い
社会で CSR情報開示レベルが高いこと､ が示された｡ これらはすべて Gray
(1988) の仮説と整合している｡
本研究の貢献は､ CSR情報開示に関して初めて Gray (1988) の仮説を立
証したこと､ CSR情報開示への社会的価値の影響を､ 他の歴史的・制度的
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